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自動車業界におけるCOVID-19の影響

KPMGコンサルティング株式会社
自動車セクター
パートナー　奥村　優
KPMGジャパン　KPMGモビリティ研究所
マネジャー　髙橋　智也

7月に公表された最新の通商白書によると、今回のコロナ禍による世界経済への影
響は「戦後最悪の経済危機」であるとされています1。2020年6月の世界全体のライト
ビークル販売台数は前年同月比で18.1％減少にとどまり2、底を打った4月から回復
の傾向がうかがえますが、白書でいわれるような影響が今後も継続すると予想され
ます。自動車業界においてそれは単に自動車販売台数の減少にとどまらず、自動車
を含むモビリティそのものの在り方に大きな変化をもたらすと考えられます。本稿
では、このような状況を踏まえつつ、KPMGが2月にグローバルで実施した年次アン
ケートの結果などを紐解きながら、中長期的にどのような変化が起こりうるかを考
察します。
なお、本稿は2020年7月29日時点の情報に基づき執筆しました。また、本文中の意見
に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめお断りいたします。

 

【ポイント】

－  COVID-19の影響により自動車による移動が減少した。一方でネット
ショッピングの増加による配送ニーズは増加した。

－  米国KPMGの予測では、今後米国では自動車の年間の総移動距離が約
9.2％減少する可能性がある。

－  KPMGが2020年2月時点で行ったアンケート調査によると、消費者のコス
トに対する意識が高いことがわかり、この傾向はその後もCOVID-19の影
響を受けてさらに高まっていると考えられる。

－  消費者のコストへの意識の高まりは、サブスクリプションモデルのよう
な、より柔軟な自動車保有／利用の契約形態を求めることに繋がる。

－  そのようなニーズは、アダプティブクルーズコントロールやエンジン出力
のような、車体に固有だった機能に対しても拡大する可能性がある。

－  自動車業界の時価総額はウェブ／デジタル企業とモバイル／テック業界
の合計と比べて5分の1程度であり、生き残りを考えるうえでは、モビリ
ティエコシステムにおける自社の役割を検討する必要がある。

奥村　優
おくむら　まさる

髙橋　智也
たかはし　ともや

1  経済産業省、通商白書2020、https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2020/index.html
2  自動車産業ポータルMARKLINES、LMC Automotive 2020年6月自動車市場月報（グローバル）、
 https://www.marklines.com/ja/report/global_report_202006

https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2020/index.html
https://www.marklines.com/ja/report/global_report_202006


経
営

© 2020 KPMG Consulting Co., Ltd., a company established under the Japan Company Law and a member firm of the KPMG network of independent 
member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved.2 KPMG Insight  Vol.44    Sep. 2020

経営 Topic⑤
経営管理

I . COVID-19がもたらした影響
1. 日本国内における影響

日本自動車工業会によると日本における四輪車普及率は2017年

末時点で612台（人口1,000人当たり台数）であり、米国、オーストラ

リア、イタリア、カナダに次いで5番目の普及率となっています3。自

動車メーカーやそのグローバル販売台数も多く、自動車大国の1つ

であることは疑いがありません。その日本では、COVID-19の影響

により、他国における都市封鎖とまではいかないものの「不要不急

の外出は控える」という号令の下、自動車の移動は大幅に減少しま

した（例：5月の首都高速道路通過台数データによると、前年同月と

比べると31.0万台/日の減少4。また、パーク24が運営するタイムズ

パーキングの5月の売上高は前年同月比33.5%減5、パーク24のレ

ンタカーを含むモビリティ事業の売上高は同45％減6。5月の国内ガ

ソリン販売量は同22.4%減の3.1百万㎘7）。

一方で、4月7日から5月25日までの緊急事態宣言の下ではテレ

ワークやリモート会議が基本的な働き方となり、外出機会が激減し

たことによって、オンラインショッピングの利用者が増加しました

（総務省の「家計消費状況調査（2020年5月分）」によると、5月度の

ネットショッピング利用世帯（2人以上の世帯が対象）は50.5%で、

前年同月比で8.2ポイントの増加。ネットショッピングの支出額は

16.5%の増加。支出額の名目増減率に寄与した主な項目として食料

が11.49%とトップ8）。それに合わせて宅配便の取り扱い実績も増

加しました（例：ヤマト運輸の5月の小口貨物取扱実績は、宅急便

で前年同月比19.5％増の約1億65百万個9）。

2. 米国での自動車移動距離減少予測

COVID-19の影響による今後の消費者の行動変化を予測すること

は困難であり、さらにそれが今後の自動車業界にどのような影響を

与えるかを予測するためには、短期的な要因と長期的な要因の両

方があることもあり、複数のシナリオを検討せざるをえません。短

期的な可能性に目を向けると、たとえば最近米国でKPMGが実施

した簡易的なアンケートによると、一定数の通勤者が公共交通機

関から自家用車に乗り換える可能性が示唆されています10。郊外へ

の引っ越しや、自動運転車モビリティサービスの普及により、VMT

（VMT: Vehicle miles travel）の増加に繋がる可能性があります。一

方で、長期的には私たちが注目している在宅ワークの増加と電子商

取引の増加（それによる商用車需要の増加）という傾向は永続的な

ものであることも示唆されています。米国のVMTは約3兆マイルで

すが、通勤や買い物のための移動がその40%を占めていることも

あり、今後米国では約2,700億マイル（約9.2%）もVMTが減少する

可能性があります。これによって自動車を所有する必要性が減り、

米国における自動車保有台数が1,400万台減るとKPMGでは予測し

ています。これは日本の自動車業界にとっても無視できないもので

あり、程度の差はあっても同様の傾向が米国以外の国でも想定さ

れることから、これまで継続的な販売台数の増加を見込んでいた

グローバルの自動車業界にとって新たな課題となる可能性が高い

と考えています。

II.  自動車業界で予測される変化

1. 消費者の関心はコストへ

ここからは、COVID-19の影響がグローバルに拡大する直前の2

月にKPMGが実施した年次アンケートの結果から、今後の自動車

業界で予想される変化について検討します。

消費者に対して自動車購入やモビリティサービスを利用する際

に重視するポイントを聞いたところ、日本では38%（1位）、グロー

バルでは46%（2位）の消費者が「トータルコストの透明性」を重視

すると答えました（図表1参照）。これは2月時点に実施されたアン

ケートですので、その後のCOVID-19による世界経済の減速を考え

ると、消費者のコストへの関心はさらに高まっていると考えられま

す。そしてこの傾向は、自動車の保有や利用における契約形態に

も影響すると考えられます。グローバルの自動車業界の経営者の

74%が「サブスクリプションモデルが未来のオンデマンドモビリ

ティの形である」ということに同意しています。消費者は必要な時

だけ、その分のお金を払って自動車を利用するようになるとみられ

ています。このような契約形態の柔軟性は、自動車の機能やサービ

スにも波及するとKPMGでは考えています。自動車に対してオン

デマンドでの機能追加（必要な時だけ使用料を支払う形態）のニー

ズを消費者に聞いたところ、グローバルの回答結果1位はカーナビ

ゲーションシステム（30%）、同2位はアダプティブクルーズコン

3  一般社団法人日本自動車工業会、http://www.jama.or.jp/world/world/world_2t2.html
4  首都高速道路株式会社、首都高速道路通行台数等データ、https://www.shutoko.co.jp/company/database/traficdata/
5  パーク24株式会社、2020年10月期パーク24グループ月次速報数値、https://ssl4.eir-parts.net/doc/4666/tdnet/1849288/00.pdf
6  Bloomberg、急成長のカーシェアが新型コロナで失速、接触忌避か-CASEの一角、 

https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2020-06-19/QBXZJQDWX2PS01
7  石油連盟 石油製品バランス5月速報値、https://www.paj.gr.jp/statis/statis/index.html
8  総務省統計局、家計消費状況調査　ネットショッピングの状況について（二人以上の世帯）、https://www.stat.go.jp/data/joukyou/pdf/n_joukyo.pdf
9  ヤマト運輸株式会社、2020年5月小口貨物取扱実績、http://www.kuronekoyamato.co.jp/ytc/pressrelease/2020/news_200604.html
10  米国KPMG、Automotive's new reality、https://advisory.kpmg.us/articles/2020/automotives-new-reality.html

http://www.jama.or.jp/world/world/world_2t2.html
https://www.shutoko.co.jp/company/database/traficdata/
https://ssl4.eir-parts.net/doc/4666/tdnet/1849288/00.pdf
https://www.bloomberg.co.jp/news/articles/2020-06-19/QBXZJQDWX2PS01
https://www.paj.gr.jp/statis/statis/index.html
https://www.stat.go.jp/data/joukyou/pdf/n_joukyo.pdf
http://www.kuronekoyamato.co.jp/ytc/pressrelease/2020/news_200604.html
https://advisory.kpmg.us/articles/2020/automotives-new-reality.html
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トロール（19%）、同3位がエンジン出力（17%）という結果になり

ました（図表2参照）。カーナビについては既にスマートフォンでの

無償・有償のアプリケーションの利用が進んでいますが、今後は自

動車を構成する主要機能そのものについても「必要な時だけお金

を払って使う」という形態が出てくる可能性があります。既にテス

ラでは、ソフトウェアを追加購入することで車体を買い替えること

なくオンデマンドかつオンラインでAutopilot機能を追加したり、低

価格モデルのバッテリー容量を増やしたりできるサービス提供の

実績があります 。

また、サステナビリティ（持続可能性）に関する調査では、「自動車

業界においてサステナビリティが重要な差別化要因になるか？」と

いう問いに対して経営者・消費者の42%が肯定し、「製品固有の機

能（CO2やNOxの排出低減等）としてのサステナビリティの実現」

が重要と回答しています。コスト意識が高まる中で、今後もサステ

ナビリティへの高い関心が続くかどうか注視する必要があります

が、気候変動や環境破壊といったリスクがなくなったわけではあ

りませんので、継続的な取組みが求められることになると思われ 

ます。

2. 自動車業界を取り巻く勢力

テスラの時価総額の急増が6月後半から話題になっていますが、

テスラを含む自動車業界とそのライバル業界との比較で見ると、そ

の総額の差は大きく広がっています。2020年5月11日の時点 では、

モバイル／テック業界（Appleなど）の時価総額は自動車メーカー

の2.3倍、ウェブ／デジタル業界（Google、マイクロソフトなど）は

4倍にまで膨らんでいます（図表3参照）。サプライヤーを含めた自

動車業界全体で見ても、その時価総額はウェブ／デジタル企業と

モバイル／テック業界の合計と比べて5分の1程度にとどまります。

COVID-19後は自動車業界各社の収益性は低下することが確実であ

ることを考えると、自動車業界各社は個社での生き残りよりも、モ

ビリティを取り巻くエコシステムにおいて自社を必要としてくれる

プレーヤーといかに連携を深め、企業価値や存在意義を高められ

るかが重要になると考えられます。

|図表1　 自動車購入やモビリティサービスを利用する際に 
重視するポイント（消費者回答）

車両非依存型の
コネクティビティ機能

（店舗検索等）

ゼロエミッション

車両依存型の
コネクティビティ機能

（保守点検等）

自動運転、
先進運転支援システム

自動車固有の
コネクティビティ

運転の楽しさ、スピード

データプライバシー、
セキュリティ

コストの透明性

ブランドイメージ

日本 グローバル

60%50%40%30%20%10%0%

|図表2　 オンデマンドでの機能追加で使いたい機能 
（消費者回答）

ナビゲーション
システム

アダプティブクルーズ
コントロール

音声コントロール

メディア
コントロール

エンジン出力

デザイン

オートワイパー、
オートライト

サンルーフ

日本 グローバル

60%50%40%30%20%10%0%
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III.  まとめ

COVID-19は2020年を決定づけるイベントであり、今後何年に

もわたって社会、政治、ビジネスに影響し続けるのは間違いありま

せんし、既に人々の働き方や買い物の仕方に広範な変化をもたら

しています。生活様式の変化は、自動車の走行距離だけにとどまら

ず、自動車業界の広範囲に影響を及ぼす可能性があります。本稿

では、COVID-19がどの程度自動車の移動に変化をもたらしたか、

また、これが自動車業界に長期的な変化をもたらす可能性がある

かを、アンケート結果等を交えて考察しました。自動車業界の協争

（co-ompetition：競争しながらも協力し合う）は今後ますます加速

すると考えられます。将来のシナリオの変化を予測し、現在の製品

やサービスへの影響を分析したうえで、その投資を含めたポート

フォリオの見直しが必要になるでしょう。

関連するコンテンツ
「KPMGグローバル自動車業界調査」は、グローバルの自動車
業界の経営者1,154名、消費者2,028名を対象に行われたアン
ケート調査です。アンケートは2020年2月にインターネット
で実施しました。

「KPMGグローバル自動車業界調査」（英語版）のPDFは次の
URLからダウンロードできます。

https://automotive-institute.
kpmg.de/GAES2020/
downloads/global_
automotive_executive_
survey_2020.pdf

日本語版冊子は10月上旬に発行予定です。

サーベイの詳細（英語版）は、こちらのホームページからご覧
いただけます：

https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/

脚注10の「Automotive�s new reality: 
fewer trips, fewer miles, fewer 
cars?」（英語版）のPDFは次のURLか
らダウンロードできます。

https://advisory.kpmg.us/articles/ 
2020/automotives-new-reality.html

日本語版冊子は9月上旬に発行予定です。

本稿に関するご質問等は、以下の担当者までお願いいたします。
　　　
KPMGコンサルティング株式会社
自動車セクター　
パートナー　奥村　優
TEL：03-3548-5111（代表電話）
masaru.okumura@jp.kpmg.com

KPMGジャパン　
KPMGモビリティ研究所
マネジャー　髙橋　智也
TEL：03-3548-5111（代表電話）
tomoya.takahashi@jp.kpmg.com

|図表3　時価総額の比較

ウェブ／デジタル モバイル／テック
自動車メーカー サプライヤー

ウェブ／デジタル
$6,043.9B

53%

Microsoft

Apple AT&T

Intel

Facebook

Alibaba
Group

Tencent
Holdings

Alphabet

Amazon.com

モバイル／テック
$3,458.6B

31%

自動車メーカー
$1,528.2B

13%

出典：Pitchbookの2020年 5月11日時点のデータをもとにKPMGがとりまとめた。グロー
バルの自動車メーカー及びサプライヤーの上位50社、ウェブ／デジタル及びモバイル／テッ
ク企業の上位15社について時価総額を集計した。パーセンテージは総額に占める割合を表す。

Tesla
Toyota

https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/downloads/global_automotive_executive_survey_2020.pdf
https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/downloads/global_automotive_executive_survey_2020.pdf
https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/downloads/global_automotive_executive_survey_2020.pdf
https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/downloads/global_automotive_executive_survey_2020.pdf
https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/downloads/global_automotive_executive_survey_2020.pdf
https://automotive-institute.kpmg.de/GAES2020/
https://advisory.kpmg.us/articles/2020/automotives-new-reality.html
https://advisory.kpmg.us/articles/2020/automotives-new-reality.html
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【Focus】
選ばれるBtoB製造企業とは？
レジリエンスを高める
グローバルクライシスマネジメント

home.kpmg/jp/kpmg-insight

新型コロナウイルス感染問題の難関を克服する
中国の支援対策
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